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５ 表層地盤の液状化計算手法 
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１ 液状化可能性の評価手法 
 

液状化可能性の評価については、「東海地震に関する専門調査会」と同様に、「道路橋示

方書･同解説（1996 年 12 月発行）」に準じる手法を採用した。すなわち、表層部での地震

動計算結果から地中のせん断応力を求め、液状化対象層ごとに液状化に対する抵抗率（FL）

を求め、地層全体の液状化可能性指数（PL）を評価するものである。 

ただし、地震時せん断応力比（L）については、東海地震では等価線形計算（SHAKE）に

より各層のせん断応力を直接求めているが、今回は非線形計算（DYNES3D）を用いており、

計算で求められた各層のせん断応力が等価線形計算と同等には扱えないことから、地表震

度の値から換算して Lの値を求めた。 

以下に計算の手順を示す。（表 1-1） 

1） 地表震度より、童・山崎（1996）による計測震度と SI 値との関係（①式）を用いて

SI 値を求める。 

ISI ⋅+−= 50.016.110      ・・・① 

2） SI 値より、安田ら（1993）によるせん断応力比と SI 値の関係（②式）を用いて、

表層 20m までの地震時せん断応力比（L）の分布を求める。 

( ) 1.0'01.0 vSIL σ⋅=      ・・・② 

3） 液状化対象層の N値などから、地震時せん断強度比（R）を求める。 

4） R および Lから、液状化に対する抵抗率（FL＝R/L）を求め、震度の重み係数を考慮

した形で FL を積分し、液状化指数を計算する。 

 

求められたメッシュごとの PL 値より、以下の基準で液状化可能性を評価した。 

PL＞15  ：液状化の可能性が大 

5＜PL≦15：液状化の可能性が中 

 

想定東海地震（S2 モデル）の計算結果を基に、等価線形計算（SHAKE）結果よりせん断

応力を直接求めた場合（東海地震の方法）の PL 値の分布を図 1-1 に、地表震度から換算し

てせん断応力を求めた場合（今回の方法）の PL 値の分布を図 1-2 に示す。両者を比較する

と、震源から離れた領域で、今回の方法は東海地震の方法よりも小さめの PL 値を与える傾

向がある。 
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図 1-1  液状化可能性（PL値）分布図（想定東海 S2モデル） 
等価線形計算により地震時せん断応力を直接計算（東海地震の方法） 

図 1-2  液状化可能性（PL値）分布図（想定東海 S2モデル） 
地表震度より地震時せん断応力を計算（今回の方法） 
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表1-1 液状化判定手法 

基準・指針名称 道路橋示法書・同解説(Ⅴ 耐震設計編) 2002.３ 

液状化判定を 
行う必要が 
ある土層 

沖積層の砂質土層で以下の３つの条件全てに該当する場合には，地震時に橋に影響を与える液状化が生じる可能性があるため，液状化の判定を行う。 

①地下水位が現地地盤面から10ｍ以内にあり，かつ，現地盤面から20ｍ以内の深さに存在する飽和土層 

②細粒分含有率FC が35％以下の土層，又は，FC が35％を超えても塑性指数Iｐ が15以下の土層 

③平均粒径Ｄ 
50 が10mm以下で，かつ，10％粒径Ｄ10 が１mm以下である土層 

液状化の 

判定方法 

液状化に対する抵抗率ＦＬ を以下の式(１)により求め，この値が1.0以下の土層については液状化の可能性があるものとする。 

 

ＦＬ ＝Ｒ /Ｌ ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････（１）

 

ここで，ＦＬ：液状化に対する抵抗率，Ｒ：動的せん断強度比，Ｌ：地震時せん断強度比 

液状化強度 

の求め方 

動的せん断強度比Ｒ は，以下の式(２)により求める。 

                                                                          表－１ ｃｗ の決定方法 

Ｒ ＝ｃｗ ＲＬ   ････････････････････････････････････････････････････････････（２） 

 

ここで，ｃｗ：地震動特性による補正係数 (表－１参照)で，タイプⅠ(プレート境界型の大規 

模な地震)，タイプⅡ(内陸直下型地震)を考慮，ＲＬ：繰り返し三軸強度比 

 

繰り返し三軸強度比ＲＬ は，以下の式(３)により求める。 

 

0.0882(Ｎa /1.7)0.5   (Ｎa ＜14) 

ＲＬ＝
                                       ･･････････････････････････････････････････････････････････････････（３）

0.0882(Ｎa /1.7) 0.5＋1.6×10－６･(Ｎa－14)4.5  (14≦Ｎa) 

 

ただし，(砂質土の場合) 

Ｎa ＝ｃ１Ｎ１＋ｃ２             

           Ｎ１ ＝170･Ｎ /(σ’ｖ＋70) 

                      １       (０％≦FC ＜10％)                 ０            (０％≦FC ＜10％) 

ｃ１ ＝
      (FC ＋40)/50     (10％≦FC ＜60％)      ｃ２ ＝ 

                           FC /20－１     (60％≦FC )                       (FC －10)/18    (10％≦FC )  

 

(礫質土の場合) 

Ｎa ＝{1-0.36log 10 (Ｄ
 
50 /２)}･Ｎ１ 

 

ここで，Ｎa：粒度の影響を考慮した補正Ｎ 値，Ｎ１：有効上載圧100kN/m2相当に換算したＮ 値，ｃ１，ｃ２：細粒分含有率によるＮ 値の補正係数，

σ’ｖ：有効上載圧(kN/m2)，FC：細粒分含有率，Ｄ50：平均粒径(mm)  

地震外力 

の求め方 

地震外力Ｌ は，安田ら（1993）による以下の式(４)により求める。 

 

( ) 1.0'01.0 vSIL σ⋅= ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････（４） 

 

ここで，σＶ：全上載圧(kN/m2)，σ’Ｖ：有効上載圧(kN/m2), SI：SI値 

 

なお、SI値は、童・山崎（1996）による以下の式(５)により求める。 

 

ISI ⋅+−= 50.016.110 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････（５） 

 

ここで，I：地表震度 

 

PL法 

PL値は、ある地点での液状化の可能性を総合的に評価するための指標であり、FL値を深さ方向に重みをつけて足し合わせた値であり、以下の式で

定義される。 

∫ −−=
20

0
)5.010)(1( dxxFP LL

 

FL：液状化に対する抵抗率（FL≧1の場合にはFL=1）、x：地表面からの深さ(m) 

 
PL値による液状化の判定区分 

PL値 液状化可能性 

5＜PL≦15 中 

15＜PL 高 
 

地震動 ｃｗ

タイプⅠ 1.0
1.0　　　　　　  (ＲＬ  ＜0.1)
3.3ＲＬ ＋0.67   (0.1＜ＲＬ ≦0.4)
2.0　　　　　    (0.4＜ＲＬ )

タイプⅡ


